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平成 28 年度の社会福祉法人制度改革では、従来の所轄庁による監査において認

識されていた課題のうち、法人の財務会計面での管理能力や情報公開が不十分で

ある点や、事業環境の変化に伴い福祉サービスの質の向上をより強く推進する必

要があるとされた点について、所轄庁による監査のみでは指導監督に限界がある

ことから、公認会計士等による外部監査・第三者評価機関による福祉サービスの

評価・法人自ら行う情報公開が制度として新たに加わることとなった。

しかし、上記により所轄庁以外の第三者による監督が制度として強化されたが、

現状、法人自らによる情報公開は進んでいるものの、外部監査や第三者評価を受

けている法人等の件数はそれほど多くはない。

例えば、現状、会計監査人監査を受けている法人（特定社会福祉法人）は、平成

28 年度時点で約 300 と全体（約２万）の１％超に過ぎず、今後予定されている会

計監査人監査の対象拡大（サービス活動収益基準等を段階的に引き下げていく）

が進んだとしても、最大で約 2,100（10％超）であり、およそ９割の法人は外部監

査の義務がないことになる。

（出典：「社会福祉法人の会計監査人に関するアンケート結果」令和元年８月 30 日 厚生労働省）

また、第三者評価においても、受審件数は徐々に増加しているものの、施設数

に対する比率では 10％未満にとどまっている。
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（出典：「福祉サービス第三者評価事業の現状と全国推進組織の取組」平成 29 年２月 21 日 社

会福祉法人 全国社会福祉協議会）

このように、制度としては所轄庁の監査を補完するものがあるとは言え、大

部分の中小規模法人等に関しては、所轄庁の監査が唯一の外部監査であるのが

実態といえる。
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４ 指導監査の流れ

社会福祉法人に対する指導監査は、法人の自主性及び自律性を尊重し、法令又

は通知等に定められた法人として遵守すべき事項について運営実態の確認を行う

ことによって、適正な法人運営と社会福祉事業の健全な経営の確保を図ることを

目的として実施される。

社会福祉法人に対する指導監査には、一般監査と特別監査があり、一般監査は

実施計画を策定した上で一定の周期で実施され、特別監査は運営等に重大な問題

を有する法人を対象として随時実施される。

指導監査の流れを図にすると、以下のとおりとなる。

（出典：厚生労働省ホームページ）

一般監査や特別監査において要改善事項が識別された場合は、監査実施主体で

ある都道府県や市は、法人に対し改善を求め、その結果を確認する。改善が行わ

れていないと認められる場合は、改善を勧告することができ、さらにそれに従わ

ない法人に対してはその旨の公表並びに改善命令等の行政処分を行うことができ

る。


